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１．はじめに  

金属鉱業等における鉱害は、他の一般産業と異なり、事業活動の終了後も坑口から

の排出水、集積場からの浸透水などの坑廃水に含まれるカドミウムやヒ素等の重金属

が水質の汚濁、農用地の汚染をもたらすことが少なくなく、放置すれば、人の健康被

害、農作物被害等の深刻な影響を引き起こすこととなる。 

このため、使用終了後の坑口及び集積場からの鉱害を防止するため、国は昭和４８

年に金属鉱業等鉱害対策特別措置法（以下「特措法」という。）を制定し、本法に基づ

き、①経済産業大臣による「特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針（以

下「基本方針」という。）」の制定、②採掘権者等による鉱害防止事業計画の作成及び

産業保安監督部長への届出、③採掘権者等による操業期間中の鉱害防止積立金の積み

立て、④鉱害防止事業の確実かつ永続的な実施を図るため、採掘権者等による鉱害防

止事業基金への拠出等の措置を講じてきた。 

上記基本方針では、鉱害防止事業の実施時期及び事業量その他鉱害防止事業の計画

的な実施を図るために必要な事項を定めており、これまで昭和４８年度から５次に亘

り制定され、同基本方針に基づき計画的に鉱害防止事業を実施してきた。 

今般、第５次基本方針（平成２５～令和４年度）の実施期間が終了することに伴い、

令和４年７月２７日付けで経済産業大臣から中央鉱山保安協議会に対して次期基本

方針の策定について諮問があり、中央鉱山保安協議会に金属鉱業等関係委員のほか、

金属鉱業等の鉱害に関する専門家、指定鉱害防止事業機関、地方公共団体及び独立行

政法人の専門委員で構成される金属鉱業等鉱害防止部会を設置し、２回に亘り総合的

な審議を行った（別添１･２参照）。 

その結果、「特定施設に係る鉱害防止事業の実施時期及び事業量その他特定施設に

係る鉱害防止事業の計画的な実施を図るために必要な事項」について、次のとおり結

論を得たのでここに答申する。 

今後、政府に対し、この答申の趣旨を十分に尊重し、関係各省と緊密な連携を取り

つつ、これに関する施策を総合的かつ体系的に推進することを期待する。 

 

２．鉱害防止事業の概要について  

（１）鉱害防止事業の現状 

我が国の鉱山における鉱害の防止は、鉱山保安法に基づき実施してきたが、操業

中の鉱山における鉱害防止に重点を置いた政策体系であったため、半永久的に続

く鉱害対策に対応できない問題が昭和４０年代半ばに顕在化した。 

このため、閉山後の鉱害防止の措置を計画的かつ確実に実施するために、鉱山保

安法の特別法として、昭和４８年に特措法を制定し、同法に基づき、経済産業大臣

（通商産業大臣）が「基本方針」を定め、特定施設に係る鉱害防止事業の実施を図
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ってきた。 

金属鉱業は、他の一般産業と異なり、事業活動の終了後も重金属を含んだ坑廃水

が出続けるという特殊性を持っており、発生源対策や坑廃水処理対策による鉱害

防止事業の継続的な実施が必要である。このような鉱害を防止するための対策の

根幹としては、第一に汚染された坑廃水を特定施設（坑道、集積場）から発生させ

ないこと（発生源対策）であり、そして発生源対策を講じても発生する坑廃水につ

いては、公共用水域に流入する前に無害化すること（坑廃水処理対策）である。 

発生源対策として、「坑道」から流出する坑水を止水するための坑口の閉塞工事、

「捨石又は鉱さいの集積場」の覆土、植栽、場内外の排水路の設置等を行っている

が、発生源対策である鉱害防止工事は、予算の制約等から未だ複数の工事が残存し

ている上、近年増加傾向にある集中豪雨や地震等自然災害に対する災害復旧工事

やその対策工事並びに施設の老朽化等に対する措置など、新たな鉱害防止事業が

生じている。 

また、発生源対策を実施しても重金属等の有害物質を含有する坑廃水が発生す

る場合は、坑廃水処理場を設置し消石灰等による中和処理等の方法により坑廃水

処理を行っているが、継続的な処理が必要であり、坑廃水処理事業者にとっては大

きな負担となっている。 

 

（２）基本方針 

基本方針は、特措法第４条に基づき、金属鉱業等の特定施設に係る鉱害防止事業

を計画的に推進するため、経済産業大臣が当該鉱害防止事業の実施の時期、事業量

等を定めている。これまで、第１次（昭和４８年度～５７年度（不存在については

当初５２年度までのものを５７年度までに延長））、第２次（昭和５８年度～平成

４年度）、第３次（平成５年度～１４年度）、第４次（平成１５年度～２４年度）

及び第５次（平成２５年度～令和４年度）の各１０年間、計５０年間に亘りそれぞ

れの基本方針に沿って、鉱害防止事業の計画的な実施を図ってきた。また鉱山活動

に伴う事業収益を持たない採掘権者又は租鉱権者による鉱害防止事業の確実かつ

永続的な実施を期待することが困難となってきたため、平成４年には特措法を改

正して鉱害防止事業基金制度を創設し、特定施設の使用の終了後における鉱害防

止事業の確実かつ永続的な実施に必要な資金の確保及び実施体制の整備を行って

きている（別添３参照）。 

 

（３）国による鉱害防止支援策 

国は鉱業権者又は地方公共団体が実施する鉱害防止事業の着実な実施を図るため、

以下のような補助金、融資、特措法に基づく積立金及び基金制度（別添４参照）等
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の支援を実施している。  

特に休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金により、国が３／４補助、地方公共団体

１／４補助による鉱害防止事業が行われている。 

義務者不存在鉱山（鉱害防止義務者が不存在又は無資力の鉱山）において、地方

公共団体が実施する鉱害防止事業に対して、補助金（補助率３／４）を交付 

義務者存在鉱山（鉱害防止義務者が存在する鉱山）における坑廃水処理費用のう

ち自然汚染・他者汚染分には補助金（補助率国３/４、地方公共団体１/４）を交

付 

義務者存在鉱山における坑廃水処理費用のうち自己汚染分については、鉱害防止

事業基金制度を整備 

義務者存在鉱山において鉱業権者が行う鉱害防止事業には鉱害防止積立金制度、

融資制度を整備    

 

＜鉱害防止事業支援スキーム＞ 
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＜休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金における予算額の推移＞ 

 

 

３．第５次基本方針の取組と評価について  

（１）計画と実績見込みの評価 

第５次基本方針の当初計画に対する最終年度の実績見込みは下表のとおりである。 

① 鉱害防止工事 

 義 務 者 不 存 在 鉱 山 義 務 者 存 在 鉱 山 

当 初 

計 画 
実 績 見 込 み 進 捗 率 

当 初 

計 画 
実 績 見 込 み 進 捗 率 

鉱  山  数 20 

完    了 5 
 

25％ 
(完了分) 

28 

完    了 4 
 

14％ 
(完了分) 

継    続 10 継    続 22 

未 着 手 5 未 着 手 2 

特
定
施
設
数 

坑  道 28 11 (14) 39％ 29 33 (63） 114％ 

集 積 場 15 11 (18) 73％ 49 57 (99） 116％ 

事 
 

業 
 

量 

覆    土 

（ha） 
1 0.5 (6) 50％ 83 47 (80) 57％ 

植    栽 

（ha） 
2 0.6 (1) 30％ 70 5 (7) 7％ 

よ う 壁 

（ｍ） 
1,478 284 (327) 19％ 0 148 (148) - 

かん止堤 

（ｍ） 
0 54 (230) -％ 154 1,300 (1,422) 844％ 

排 水 路 

（ｍ） 
4,765 1,523 (2,389) 32％ 10,903 12,749 (20,889) 117％ 

坑水処理

施設 

（鉱山） 

5 3 (3) 60％ 8 10 (21) 125％ 

※（ ）は新規追加分を含む。 
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第５次基本方針に基づいた工事の実施により、河川汚染の防止や坑廃水処理の

安定的な実施が図られる一方、上表のとおり義務者不存在鉱山の進捗率について

は、当初計画に対し実績見込みが大幅に下回った。これは、国や地方公共団体の

鉱害防止対策予算が縮減される中、中断が許されない坑廃水処理事業を優先して

予算配分を行ったため、鉱害防止工事の予算配分額が目減りし必要工事が遅延し

ていることが主要因と考えられる。また、当初に工事の実施が計画されていた鉱

山の中には、再調査の結果、費用対効果等から工事不要と判断されたものや、集

中豪雨による災害復旧工事が新規に追加になったものもあった。 

一方、義務者存在鉱山では、坑道・集積場の工事実績は新規に追加となった工

事があり当初計画していた工事量を上回った。これは、義務者存在鉱山で検討が

行われ自然災害対策工事、集積場耐震化工事等、工事の必要性の状況に応じて工

事が行われてきたことが要因と考えられる。新規追加工事として特に事業規模が

大きいものとして、技術指針の改正に伴う集積場の耐震化工事や坑廃水処理施設

の老朽化に伴う更新工事が上げられる。また、植栽の進捗率が低い要因として

は、５次基本方針期間中に集積完了を予定していた集積場の延命措置等により集

積が終わらなかったためや植栽時期を次期期間に後ろ倒しにしたことによる。 

 

②坑廃水処理 

 義 務 者 不 存 在 鉱 山 義 務 者 存 在 鉱 山 

当初計画 実績見込み 当初計画 実績見込み 

鉱山数 24 24 55 55 

排出量（万㎥／年） 1,532 1,698 5,460 5,302 

処理量 

(ｔ/年) 

カドミウム 0.2 0.2 9.0 5.0 

鉛 2.0 1.9 144 75 

砒素 23 21 10 4 

銅 46 27 194 144 

亜鉛 50 58 1,985 1,310 

鉄 2,703 2,488 3,783 3,765 

マンガン 51 77 1,238 1,412 

※数字は精査中 
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坑廃水処理については、義務者不存在鉱山、義務者存在鉱山ともに当初計画さ

れた鉱山において、排水基準を満足するための処理がほぼ計画通り行われた。こ

れにより河川の水質維持が図られるとともに人の健康被害、農作物被害、漁業被

害発生の未然防止が図られた。 

 

③計画的実施を図るため必要な事項 

イ）鉱害防止事業の必要性の高いものから計画的な実施 

緊縮予算の中で、優先度の高い坑廃水処理事業、災害復旧事業を優先的に実

施するとともに、鉱害防止工事についても優先度の高いものから実施した。 

ロ）地域の環境保全対策との調和 

地元地方公共団体等と連携し、地元の意向（水質汚濁防止法に基づく地方公共

団体の上乗せ排水基準等）を踏まえながら鉱害防止工事及び坑廃水処理を実施し

た。 

ハ）鉱害防止工事の進捗に合わせ、専門家による事業評価を行いながら効率的な

工事の実施 

専門家からの助言等を踏まえた工法の検討や公共事業との連携による工事コス

ト削減を実施した。また休廃止鉱山跡地の緑化対策等に関するガイダンスを策定し

公表した。 

二）坑廃水処理の妥当性等について専門家による事業評価を行いながら処理コス

トの削減等を目指す 

ＪＯＧＭＥＣの技術指導等により坑廃水処理の合理化を図るとともに、競争入札や

共通単価の導入等によるコスト削減を実施した。 

ホ）坑廃水処理コス削減に資する技術開発の推進（特に自然浄化作用を利用した

坑廃水処理技術の実用化と国内鉱山への展開） 

ＪＯＧＭＥＣにより以下の主な技術開発を実施し、今後の実用化に向けて検討を

進めている。 

 

＜第５次基本方針期間中に実施した主な技術開発＞ 

技術開発テーマ 期 間 概 要 結 果 

パッシブトリー

トメント技術の

開発 

平成 19 年度

～ 

自然界の浄化能力（植

物、微生物活動）の活性

化を促進し、水質改善

を図る技術開発 

米ぬか、もみ殻、硫酸還元菌を用いた

JOGMEC プロセスを考案。モデル鉱山で

の実規模実証試験において、厳冬期を

含め通年での重金属除去効果確認 
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パッシブトリー

トメント導入に

向けた調査研究 

平成 30～令和

2 年度 

 

微生物活用型、人工湿

地型等のパッシブトリ

ートメントについて、

坑廃水の状況や立地条

件等を勘案した最適な

システムの開発 

モデル鉱山での実証試験において重

金属除去効果を確認し、パッシブトリ

ートメント導入ガイダンスを作成 

地下水制御技術

の調査研究 

平成 30～令和

2 年度 

 

水理地質構造モデルを

用い、発生源対策の効

果を予測解析する技術

の開発 

旧松尾鉱山をモデルとし、複数の発生

源対策の効果を予測解析し比較検討。

当技術を用いた発生源対策ガイダン

スを作成 

 

へ） 坑廃水処理の終了に向け、データ蓄積等を行い、データ解析等の検討を実施 

坑廃水が流入する河川における生態系影響を評価するために、水系調査を実施

するとともに、収集した水質データ等の解析を実施した。併せて、生態系影響評価ガ

イダンスを策定・公表した。 

また利水点等管理の導入手順等に関するガイダンスを策定し公表した。 

ト） 排水基準等の規制強化への対応を検討 

排水基準等の規制強化に際し、関係機関と連携し新たな処理施設の導入等を実

施した。 

チ） 新たな中和殿物減容化の技術開発等に取り組むとともに、中和殿物の有効利用

等についての導入可能性を検討 

主な技術開発として、ＪＯＧＭＥＣが民間企業と連携し、中和殿物の有効利用技

術について共同研究を実施した。 

＜第５次基本方針期間中に実施した主な技術開発＞ 

技術開発テーマ 期 間 概 要 結 果 

休廃止鉱山中和

殿物を原料とす

る脱硫化水素剤

の開発 

平成 27～

28 年度 

中和殿物を原料とする脱

硫化水素剤の性能評価及

び硫化水素ガスの吸着メ

カニズムの解明 

試作した脱硫化水素剤は、既存

製品の 2 倍程度の吸収能力を確

認。炭鉱廃水の処理で発生する

中和殿物を原料として製品化 

 

リ） 新たな技術指針に基づき、集積場に係る耐震性を点検するとともに、必要に応じ

て安定化対策を早期に実施 

新たな技術指針に基づいた一斉点検を実施するとともに、対策が必要な集積場 

については計画的に安定化対策工事を実施している。 

ヌ） 夜間や休日等の坑廃水処理の自動運転導入による省力化を実施 
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一部の鉱山において、坑廃水処理の自動運転が導入されるとともに、遠隔監視 

装置、警報システム等の整備等により坑廃水処理の省力化を図るため、システム

導入に向けた調査研究を開始した。 

 

 

（２）事業の優良事例 

   第５次基本方針期間の事業において、坑廃水処理は計画的かつ適切に実施され

たと評価できるが、そのうち特に成果のあった二つの事例について紹介する。（別

添５参照） 

①松尾鉱山新中和処理施設の４０年間無災害稼働達成 

  旧松尾鉱山においては、昭和５７年の新中和処理施設の運用開始より、計画的

な設備の補修・更新が行われ、また災害訓練と災害・事故対応マニュアルを整備

するなど、無事故で坑廃水処理が実施されてきたところ。この間、東日本大震災

等の大災害に見舞われたが、機動的な対応により運転がなされ、令和４年には４

０周年記念シンポジウムを開催し、一般市民にもこの取組が広く周知された。 

②休廃止鉱山インフラレジリエンス強化の取組 

  令和元年１０月に襲来した台風１９号により、一部の鉱山において、停電と薬

剤等の資材搬入路の崩壊が発生し、坑廃水処理の施設機能維持が困難な状況とな

った。本事態に鑑み、日本鉱業協会を中心に民間事業者が自主的に「休廃止鉱山

インフラレジリエンス強化」に取り組み、災害への備えを強化したところ、２つ

の鉱山において、令和４年９月の台風１４号等の影響による停電・資材搬入路の

遮断という事態となったが、本取り組みにより、継続的な坑廃水処理が行われた。 

 

（３）主な事業成果 

第５次基本方針に基づく計画的な事業の実施により、鉱害防止工事では、集積場

の河川へのズリ流出防止による河川汚染の防止や、坑廃水処理施設の更新及び導水

坑道の恒久化対策による坑廃水処理の安定的な実施が図られた。また、坑廃水処理

事業では、労務費コストの削減が図られるとともに、処理の実施による河川の水質

維持により人の健康被害、農作物被害、漁業被害発生の未然防止が図られた。 

また、レジリエンス強化に関する業界の自主的取組みによって、豪雨時等におい

ても非常用発電装置による電源や中和剤等資材が確保され、継続的な坑廃水処理が

行われているなど、レジリエンス強化対策の成果が認められる。 
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４．第６次基本方針策定に向けた鉱害防止事業の課題と対応策  

次期基本方針の策定に当たり、現在の鉱害防止事業における課題を挙げるとともに、

その対応策について以下のとおり整理を行った。 

 

（１）鉱害防止事業全体における新たな取組み 

近年の地球環境問題やＳＤＧs、カーボンニュートラルへの国民の関心の高まりに応じ

て、鉱害防止事業においてもカーボンニュートラル等への貢献を考えていく必要がある。 

＜対応策＞ 

①鉱害防止事業におけるカーボンニュートラルや SDGｓへの取組は、例えば鉱山跡地の

緑化促進による炭素固定や、新エネ、再エネの導入による二酸化炭素排出量削減など

が挙げられる他、パッシブトリートメントで除去して得られた金属の再資源化や人工湿

地をビオトープとして生態系への貢献等、新たな付加価値も考えられる。ＪＯＧＭＥＣや

大学等では、基礎的研究段階にあるところであり、引き続き、鉱害防止補助金による植

栽支援や、パッシブトリートメントに係る研究開発等を促進していく。 

②その他、太陽光、中小水力発電等導入等に対し、既存施策の活用を促していく。 

 

（２）鉱害防止工事残存工事の早期完了 

鉱害防止工事は、予算の制約等から未だ工事が残存していることから、限られた

予算内で工事を実施していくために、工事の費用対効果を評価しつつ、早期に完了

させる必要がある。 

＜対応策＞ 

①限られた予算内で工事を実施していくために、策定した発生源対策ガイダンス等を活

用しつつ、実施事業の進捗に合わせ、事業の妥当性、緊要性、効率性等の観点から

優先順位付けを行いながら、事業の早期完了を目指す。 

 

（３）新しい類型区分による坑廃水処理の終了、コスト削減の加速化 

半永久的に行う必要のある坑廃水処理事業は、処理事業者及び補助金交付者にと

って大きな負担となっている。このため、過去の発生源対策の評価や微生物や植物

等の自然浄化作用を活用したパッシブトリートメント等の社会実装、義務者不存在

鉱山における周辺環境の客観的評価に基づく利水点等管理を進め、実現可能な鉱山

は坑廃水処理を終了させる必要がある。 

また、今後も継続的に処理が必要な鉱山は、新たな技術的知見を活用し更なる処

理コストの削減を行う必要がある。 

＜対応策＞ 
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①第６次基本方針における坑廃水処理の終了や更なるコスト削減に向け、新たな類

型区分とその考え方に基づき、各鉱山において類型区分けをしながら、鉱害防止

事業の発生源対策や坑廃水処理での具体的な取組を検討して、実行していく。 

・ベースとなる類型は、Ⅰ「環境調和型鉱害防止事業～自然回帰への移行」、Ⅱ「環

境負荷低減型鉱害防止事業～坑廃水処理の環境負荷低減」、Ⅲ「高効率型鉱害防止

事業～坑廃水処理の更なる効率化」に分類した。 

・「Ⅰ」の類型では、第６次基本方針の中で鉱害防止対策の終結あるいは既存の坑廃

水処理の終結を目指すもの、「Ⅱ」の類型では、すぐに終結は難しいが、その足が

かりとなることを目指すもの、「Ⅲ」の類型では、坑廃水処理自体は続くものの効

率化を促進し、コスト削減を目指すことが挙げられる。またパッシブトリートメ

ントや利水点等管理の適用に関わらず、計画的な設備更新あるいは新たな処理技

術等の導入によりコスト削減を目指すことも挙げられる。 

 

＜各鉱山の類型区分とその考え方＞ 
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＜各鉱山の類型区分けイメージ＞ 

 

 

②新たな類型区分に沿って、鉱山別に定めた事業を着実に実施し、坑廃水処理の終

了や更なるコスト削減を目指す。 

具体的には、以下の取組を進める。 

・利水点等管理や、パッシブトリートメントについては社会実装のための研究フィ

ールドとして、知見を結集する場となるモデルケースを設定し、現地調査等によ

る基礎データ取得を行う。併せて、過去の発生源対策の評価や、現状の技術レベ

ルにおける発生源対策による水量削減、水質改善の可能性を検討する。 

・利水点等管理等を導入した後、大雨等で未処理放流等を行わなければいけなくな

った時などを想定し事前に環境への影響を評価する等、事業者と国と地方公共団

体がしっかり連携し進めてゆく。 

・マンガン酸化菌等を活用したパッシブトリートメント等、新たな技術的知見の更

なる蓄積を進め、新技術適用の可能性を検討する。更なる知見向上のため、他業

種と情報を交換・共有する。 

・継続的に処理が必要な鉱山においては、設備の更新など適切に対応し、処理コス

トの低減、更なる効率化を図る。 
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③義務者存在、不存在にかかわらず、利水点等管理の導入や坑廃水処理の終了、処

理基準の緩和を行う際には、地域住民の理解と協力が不可欠であり、丁寧な説明

を行い関係者の意見の一致を図る等、地方公共団体と連携して取り組んでいく。 

 

（４）排水基準等の規制強化への対応 

さらなる排水基準等の規制強化は、適切に対応する必要がある。 

＜対応策＞ 

①義務者存在鉱山においては、鉱山保安法に基づき水濁法の排水基準の遵守義務が

決められており、新たな規制強化があった場合も、事業者が適切に対応する必要

がある。弾力的運用のあり方については、排水基準の暫定措置等の具体的な事案

をみつつ、必要に応じ、関係者等と相談してゆく。 

 

（５）中和殿物の減容化への対応 

坑廃水処理工程で発生する中和殿物の処分費の負担と殿物集積場の用地確保が難

しくなっている。引き続き中和殿物の減容化とリサイクル原料等への活用などの研

究開発を進め、循環型社会実現に向けた取組を進める必要がある。 

＜対応策＞ 

①新たな中和殿物減容化等の技術開発に取り組むとともに、中和殿物の有効利用、

含有金属の回収、発生源対策埋め戻し材への活用等、中和殿物の処理に係るガイ

ダンスを整備し、普及促進を図る。 



（６）災害時のリスク対応強化 

東日本大震災後に改正された技術指針に適合した集積場安定化対策工事は未だ

対象の約半数が残存している。また集中豪雨や地震等の自然災害が増加している。

引き続き、集積場安定化対策工事を進めるとともに、自然災害に対するレジリエン

ス（停電対応や資機材の供給確保）を一層強化する必要がある。 

＜対応策＞ 

①安定化対策工事の早期完了を図るため、補助金や鉱害防止融資制度等を活用し、対

策工事の早期終了に向けて支援する。 

②休廃止鉱山のレジリエンス強化のため、義務者存在鉱山における事業者による自主 

的な取組に加え、更なる災害対応力の向上を図る観点から、国と事業者との間で密接

に意見交換を行うなど、連携体制の強化を図る。 

③レジリエンス強化に際しては、利水点等管理も含めたソフト面の対策も検討する。 
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（７）坑廃水処理に係る人材確保・省力化・省人化 

坑廃水処理を担う人材の確保や高齢化が問題となっているが、民間資格制度導入

により、ある程度の人材は確保されつつある。技術の承継を進めるとともに、さら

に運転管理の省力化・省人化を進める必要がある。 

＜対応策＞ 

①坑廃水処理施設を有する鉱山において、鉱山保安法上選任が必要な「作業監督者」を 

確保するため、平成２６年から導入された民間資格制度の定着を一層進めるとともに、

シニア層・エキスパート人材等の現場技術者の育成を図るため、処理事業者や業界関

係者等と検討する。 

②その上で、IT 技術やドローン等最新機器を活用し、夜間や休日等の坑廃水処理の自

動化運転等の導入を進め、坑廃水処理の省力化、省人化を含めた高度化を推進する。 

 

 

５．第６次基本方針に関する事業量等について  

 （１）実施の時期 

①鉱害防止工事 

鉱害防止工事は、第１次の基本方針の制定以降５０年が経過するが、予算の

制約等から未だ残存工事が残っている。今後、限られた予算内で工事を実施し

ていくためには、工事の妥当性、緊要性、効率性等の評価を行いながら、早期に

完了させる必要がある。 

これまでと同様に、基本方針の実施期間は１０年間（令和５～１４年度）と

し、最終年度（令和１４年度）までに、全ての鉱害防止工事の完了を目指すよう

最善の努力を行うものとする。 

②坑廃水処理 

半永久的に行う必要のある坑廃水処理事業は、処理事業者及び補助金交付者

にとって大きな負担となっている。 

坑廃水処理は中断が許されない事業であるため、令和５年度以降も引き続き、確実

かつ適切に実施する。また、パッシブトリートメント等新たな鉱害防止技術の導入・普及

等により更なるコスト削減に向けた努力を行う。 

 

 （２）事業量 

※鉱害防止工事、坑廃水処理の事業量等について、一部、集計中のため、次回提   

示予定。 
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（３）鉱害防止事業の計画的な実施を図るため必要な事項 

①鉱害防止事業全体における新たな取組み 

地球環境問題やＳＤＧs、カーボンニュートラルへの国民の関心の高まりに応じて、

鉱害防止事業においてもカーボンニュートラル等への貢献を検討すること。 

②鉱害防止工事残存工事の早期完了 

限られた予算内で工事を実施していくために、発生源対策ガイダンス等を活

用しつつ、事業の進捗に合わせ、その妥当性、緊要性、効率性等の観点から優先

順位付けを行いながら、早期完了を目指すこと。 

③新しい類型区分による坑廃水処理の終了、コスト削減の加速化 

新たな類型区分に沿って、鉱山別に定めた事業を着実に実施し、坑廃水処理

の終了や更なるコスト削減を加速化すること。 

  具体的には、利水点等管理や、パッシブトリートメントについては社会実装

のため、モデルケースを設定し基礎データ取得を行うとともに、過去の発生源

対策や現状の技術よる適用についての評価を行うこと。 

また、利水点等管理等の導入に際しては、事前に環境への影響を評価するな

ど、事業者と国と地方公共団体の連携を進めること。 

さらに継続的に処理が必要な鉱山においては、設備の更新など適切に検討・

対応し、処理コストの低減、更なる効率化を図ること。 

なお、義務者存在、不存在にかかわらず、利水点等管理の導入や坑廃水処理の

終了、処理基準の緩和を行う際には、地域住民の理解と協力が不可欠であり、丁

寧な説明を行い関係者の意見の一致を図る等、地方公共団体と連携して取り組

んでいくこと。 

④排水基準等の規制強化への対応 

義務者存在鉱山においては、新たな規制強化があった場合、鉱山保安法に基

づき適切に対応すること。また弾力的運用のあり方について、排水基準の暫定

措置等の具体的な事案をみつつ、必要に応じて関係者等と検討すること。 

⑤中和殿物の減容化への対応 

新たな中和殿物減容化等の技術開発に取り組むとともに、中和殿物の処理に

係るガイダンスを整備し、普及促進を図ること。 

⑥災害時のリスク対応強化 

集積場安定化対策工事の早期完了を図るとともに、更なる自然災害への対応

力向上を図る観点から、休廃止鉱山のレジリエンスの強化を図ること。 

また、レジリエンス強化に際しては、利水点等管理も含めたソフト面の対策

も検討すること。 
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⑦坑廃水処理に係る人材確保・省力化・省人化 

坑廃水処理管理者の不足・高齢化に対応するため、民間資格制度の定着を一

層進めるとともに、シニア層・エキスパート人材等の現場技術者の育成を図る

こと。 

また、IT 技術やドローン等最新機器を活用した自動化運転等の導入を進め、

坑廃水処理の省力化、省人化を含めた高度化を推進すること。 

 

６．おわりに  

金属鉱山は、一般産業公害と異なり、鉱山採掘活動終了後においても永続的に重金

属を含有した坑廃水が流出するため、収益性のない鉱害防止対策事業を継続して行わ

なければならない特殊性を有する。 

このため、引き続き第６次基本方針期間（令和５～１４年度）においても当該基本

方針に基づき、鉱害防止事業を確実かつ継続的に実施することにより、鉱害発生の未

然防止を図っていく必要がある。 

特に発生源対策である鉱害防止工事は新たに策定された発生源対策ガイダンス等

を活用し、坑廃水の水量削減と水質改善を図るとともに、坑廃水処理については、関

係者の理解を踏まえた上で、実用段階にあるパッシブトリートメント等の新技術の導

入や利水点等管理の考え方を取り入れることによりコスト削減を目指し、継続的かつ

確実に対策を実施する必要がある。 

また、近年の地球環境問題やＳＤＧs、カーボンニュートラルへの国民の関心の高まりに

応じて、鉱害防止事業においても脱炭素化に向けた具体的取組を行う等、カーボンニュート

ラルへの貢献を推進していく必要がある。 
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＜別添１＞ 

中央鉱山保安協議会 

「金属鉱業等鉱害防止部会」委員名簿 
 

【委  員】 

 部会長  所  千晴  早稲田大学理工学術院 教授/東京大学大学院工学

系研究科 教授 

      五十嵐 敏文 旭川工業高等専門学校 校長 

      品川 賢治  日本鉱業協会 副会長 

      篠原 淳一  日本基幹産業労働組合連合会 中央副執行委員長 

 

【専門委員】 

      一戸 孝之   独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

金属環境事業部長 

      井上 千弘   東北大学大学院 環境科学研究科 教授 

      沖部 奈緒子  九州大学大学院 工学研究院地球資源システム工

学部門 准教授 

      坂井 慎二   公益財団法人資源環境センター 専務理事 

      佐藤 徹    秋田県 産業労働部長（全国金属鉱業振興対策協

議会 主管部） 

      保高 徹生   国立研究開発法人産業技術総合研究所 地圏資源

環境研究部門 地圏化学研究グループ長 
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＜別添２＞ 

中央鉱山保安協議会 

金属鉱業等鉱害防止部会 

審議経過 

 

第１回（令和４年 ８月３１日） 

１．これまでの鉱害防止事業の取り組みとその実績について 

２．第６次基本方針策定に係る検討について 

 

第２回（令和４年１０月１１日） 

１．第１回鉱害防止部会の論点整理 

２．特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針に係る答申

（案） 

 

第３回（令和４年１１月１日）※予定 

１．特定施設に係る鉱害防止事業の実施に関する基本方針に係る答申

（案） 
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＜別添３＞ 

第１～５次基本方針の推移 
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金属鉱業等の用に供される坑道、集積場（特定施設）の使用終了後に行う鉱害防止費用をあらかじめ

担保するため、金属鉱業等鉱害対策特別措置法において鉱業権者に鉱害防止積立金の積み立てを義

務付けている。

（注）鉱害防止積立金の積立残額（平成２３年3月末現在）： １８億円（３２鉱山）

平成２３年度の積立額： １３百万円（１２鉱山）

鉱業の実施者（鉱業権者）
（独）石油天然ガス・金属鉱物

資源機構（JOGMEC）

積立
鉱害防止積立金

(運用管理)

運用益

（毎年度利息を支払い）

損金算入の特例

【積立金】
特定施設使用終了後の鉱
害防止の費用の積立を特
措法で義務付け 鉱害防止事業実施時取り戻し

指定鉱害防止事業機関
（公財）資源環境センター

休廃止鉱山における恒久的な坑廃水処理の実施

基金の規模（平成２３年３月末現在）： ５１億円（２２鉱山）

金属鉱業等の鉱山では、鉱害防止工事を実施しても、閉山後に有害物質を含む坑廃水が永続的に流出
する場合がある。

このため、汚染者負担の原則に則り、確実かつ永続的な坑廃水処理が実施されるよう、鉱害防止義務を
有する採掘権者等の拠出による鉱害防止事業基金制度と、採掘権者等に代わって永続的な坑廃水処理を
行う指定鉱害防止事業機関制度が金属鉱業等鉱害対策特別措置法（特措法）で規定されている。

国、地方公共団体による一部補助

鉱業の実施者（鉱業権者）
（独）石油天然ガス・金属鉱物

資源機構（JOGMEC）

５又は６年間の分割拠出
鉱害防止事業基金

(運用管理)

損金算入の特例

鉱害防止事業拠出金

運用益
調整基金（任意）

＜別添４＞ 
鉱害防止積立金（準備金）実施スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉱害防止事業基金実施スキーム 
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＜別添５＞ 

優良事例 

 

 




